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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数は、就業人員数を表示しております。 

３．第59期中の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ８月31日

自 平成19年
  ３月１日 
至 平成19年 
  ８月31日

自 平成20年
  ３月１日 
至 平成20年 
  ８月31日

自 平成18年 
  ３月１日 
至 平成19年 
  ２月28日

自 平成19年
  ３月１日 
至 平成20年 
  ２月29日

(1) 連結経営指標等 

売上高 (百万円) 26,545 32,077 38,425 61,650 73,941

経常利益 (百万円) 4,934 5,348 6,078 12,324 13,030

中間(当期)純利益 (百万円) 2,720 3,065 3,350 6,877 7,488

純資産額 (百万円) 18,643 21,751 24,612 19,547 22,349

総資産額 (百万円) 29,383 34,043 39,731 34,377 37,712

１株当たり純資産額 (円) 726.35 860.55 988.56 775.00 900.95

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 106.37 121.53 135.35 270.25 298.92

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益 

(円) 105.83 121.49 - 269.30 298.87

自己資本比率 (％) 63.4 63.8 61.6 56.8 59.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 803 582 2,320 8,584 7,943

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,017 △5,044 △1,116 △2,140 △6,411

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △982 △1,409 △1,251 △4,307 △4,686

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

(百万円) 13,675 11,141 13,808 17,009 13,849

従業員数［外、平均 
臨時雇用者数］ 

(人)
949

[1,475]
1,293
[1,828]

1,580
[2,019]

1,072 
[1,622]

1,388
[1,986]

(2) 提出会社の経営指標等 

売上高 (百万円) 26,262 31,683 38,003 60,957 73,121

経常利益 (百万円) 4,914 5,278 6,035 12,191 12,865

中間(当期)純利益 (百万円) 2,725 3,034 3,350 6,808 7,408

資本金 (百万円) 2,660 2,660 2,660 2,660 2,660

発行済株式総数 (千株) 25,990 25,990 25,990 25,990 25,990

純資産額 (百万円) 18,517 21,511 24,253 19,343 22,076

総資産額 (百万円) 29,164 33,695 39,241 34,059 37,303

１株当たり配当額 (円) 20.00 30.00 40.00 60.00 80.00

自己資本比率 (％) 63.5 63.7 61.7 56.7 59.1

従業員数［外、平均 
臨時雇用者数］ 

(人)
896

[1,339]
1,234
[1,679]

1,488
[ 1,850]

1,014 
[1,474]

1,324
[ 1,818]
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当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について重要

な変更はありません。また主な関係会社に異動はありません。 

商品販売事業における店舗数は平成20年８月末現在で、国内が497店舗、海外が子会社の波茵特股份有

限公司(POINT TW INC.)を通じて台湾で15店舗、３月より出店を開始した子会社のPOINT HOLDING Co.,LTD 

を通じて香港で５店舗営業しております。 

ブランドとしましては、「レイジブルー」、「ローリーズファーム」、「グローバルワーク」、「ジー

ナシス」、「ヘザー」、「ハレ」、「ナインブロックス」、「アンダーカレント」、「アパートバイロー

リーズ」、「レプシィムローリーズファーム」、「インメルカート」の合わせて11ブランドから構成して

おります。 

上記の業態別のブランド名とその特徴・取扱い商品は以下のとおりであります。 

  

２ 【事業の内容】

─ 2 ─



─ 3 ─



当中間連結会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

平成20年８月31日現在 

 
(注) １．従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員(１日８時間換算)を外数

で記載しております。臨時雇用者数には、準社員、パートタイマーが含まれております。 

２．当中間連結会計期間において、従業員が192名増加しておりますが、主として新規出店に伴う定期及び期中

採用によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成20年８月31日現在 

 
(注) １．従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員(１日８時間換算)を外数で記

載しております。臨時雇用者数には、準社員、パートタイマーが含まれております。 

２．当中間会計期間において、従業員が164名増加しておりますが、主として新規出店に伴う定期及び期中採用

によるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

事業部門の名称 従業員数(人)

商品販売 1,565 [1,879] 

物流 15  [140] 

合計 1,580 [2,019] 

従業員数(人) 1,488 [1,850] 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や米国のサブプライムローン問題等の不

安定要因はありましたが、堅調な企業収益を背景に、個人消費は引き続き増加基調を辿り、景気は緩や

かな拡大を続けました。 

当社グループの属するカジュアルウェア市場におきましては、４月から６月にかけての天候不順の影

響に加え、ガソリンや食料品価格の高騰による生活防衛意識の高まりから、売上が厳しい状況で推移し

た企業が多かったようです。 

このような環境の中で、当中間連結会計期間の概況は以下の通りです。 

売上高につきましては、前年同期比19.8％増とさらなる成長を図ることができました。 

国内既存店売上高は前年同期比99.7％でありましたが、新店の寄与なども含め、各ブランドとも売上

を伸ばすことができました。 

特に、成長期にある「ジーナシス」、「ヘザー」、「アパートバイローリーズ」、「レプシィムロー

リーズファーム」が大きく伸長し、これら４ブランドの構成比は前年同期の20.5％から当中間連結会計

期間は26.5％へと大きく上昇しております。また、今期よりの新ブランドである「インメルカート」に

つきましても、３店舗を出店し順調なスタートをみせております。 

店舗展開も引き続き積極的に行ない、当中間連結会計期間末時点での国内店舗数は、Ｅコマースサイ

ト７店舗を含め53店舗の出店（内、業態変更２店舗）、12店舗の退店（内、業態変更４店舗）の結果、

497店舗となりました。 

海 外 の 店 舗 展 開 に つ き ま し て は、香 港 に お け る 商 品 販 売 事 業 の 展 開 を 目 的 と す る

POINT HOLDING Co.,LTDが、平成20年３月より出店を開始し、当中間連結会計期間末での店舗数は５店

舗となっております。 

また、台湾の子会社である波茵特股份有限公司（POINT TW INC.）は、新たに「ジーナシス」を台

北・高雄にそれぞれ１店舗出店し、当中間連結会計期間末での店舗数は15店舗となっております。 

収益面では、前年同期においてプラスに寄与していた商品評価の影響が当期は殆どなかったこともあ

り、売上総利益率は60.4％（前年同期比1.3％減）と若干低下しましたが、引き続き高い水準を維持し

ております。 

販売費及び一般管理費は略々計画通りの172億25百万円（前年同期比18.8％増）、販管費率は44.8％

と前年同期比0.4％低下いたしました。 

また、特別損失として退店等による賃借契約解約に伴う損失、固定資産除却損および４店舗の減損損

失を、３億86百万円計上しております。 

以上の結果、当中間連結会計期間におきましては売上高384億25百万円（前年同期比19.8％増）、営

業利益59億80百万円（前年同期比12.8％増）、経常利益60億78百万円（前年同期比13.6％増）、中間純

利益33億50百万円（前年同期比9.3％増）と増収増益となりました。 

１ 【業績等の概要】
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商品部門別売上高は、前連結会計年度に続き、全部門で順調に伸長いたしました。伸び率ではレディ

ースが20％以上の伸びを示しており、構成比としても引き続きレディースが６割以上を占めています。

国内売上高は、全てのブランドが前年同期比で売上を伸ばしております。ブランド別では、「ジーナ

シス」や「ヘザー」が引き続き順調に伸展すると共に、「ローリーズファーム」の派生ブランドである

「レプシィムローリーズファーム」と「アパートバイローリーズ」が積極的な出店効果もあり大きく売

上を伸ばしました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純

利益を56億91百万円計上する一方、法人税等の支払による支出、配当金の支払による支出、新規出店等

に係る保証金敷金の支出があったこと等により、41百万円の減少となりました。 

この結果、当中間連結会計期間末の資金残高は、138億８百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、23億20百万円（前年同期比17億38百万

円増）となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益が56億91百万円（前年同期比５億94百万円

増）となり、法人税等の支払額が23億21百万円（前年同期比８億75百万円減）あったこと等によるもの

です。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、11億16百万円（前年同期比39億28百万

円減）となりました。これは主に、新規出店等に係る保証金敷金の支出が６億54百万円（前年同期比１

億58百万円増）あったこと等によるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は、12億51百万円（前年同期比１億58百万

円減）となりました。これは主に、配当金の支出額が12億36百万円（前年同期比２億29百万円増）あっ

たこと等によるものです。 
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(1) 仕入実績 

当中間連結会計期間の商品販売事業における仕入実績は、次のとおりであります。 

なお、物流事業における仕入実績はないため、記載しておりません。 

(単位：百万円) 

 
(注) １．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当中間連結会計期間の商品販売事業における販売実績は、次のとおりであります。 

なお、物流事業における販売実績はないため、記載しておりません。 

(単位：百万円) 

 
(注) １．その他には、Ｅコマース事業のポイント引当金繰入額等を含んでおります。 

   ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

２ 【仕入及び販売の状況】

商品部門 (自 平成20年３月１日 
至 平成20年８月31日) 

当中間連結会計期間
前年同期比(％)

メンズボトムス 568 △10.4

メンズトップス 2,151 12.5

レディースボトムス 2,034 10.2

レディーストップス 8,037 25.1

雑貨・その他 2,382 13.3

合計 15,174 17.4

商品部門 (自 平成20年３月１日 
至 平成20年８月31日) 

当中間連結会計期間
前年同期比(％)

メンズボトムス 1,416 △1.1

メンズトップス 5,237 9.1

レディースボトムス 5,334 11.3

レディーストップス 20,793 28.5

雑貨・その他 5,642 15.7

合計 38,425 19.8
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なお、商品販売事業の販売実績をブランド別、地域別及び単位当たりに示すと、次のとおりでありま

す。 

① ブランド別販売実績 

 
(注) その他は、催事等における販売実績であります。また、前中間連結会計期間においては、同期間中に休止した

ブランドを含んでおります。 

  

ブランド別

(自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年３月１日 
至 平成20年８月31日) 

当中間連結会計期間

売上高 
（百万円）

中間期末
店舗数(店)

売上高
（百万円）

売上高
前年同期比 

(％)

店舗異動状況(店)
中間期末
店舗数(店)

出店 変更 閉鎖

レイジブルー 2,542        35 2,692 5.9   4 - - 46

ローリーズファーム   11,134       115 11,551 3.7   5 △1 - 126

グローバルワーク    9,155       119 10,187 11.3   8 - △1 137

ジーナシス    3,654        50 4,903 34.2   8 - - 63

ヘザー    1,427        28 1,894 32.7   3    1 △1 36

ハレ    1,422        22 1,630 14.6   3 - - 28

アンダーカレント      566        11 575 1.6 - △3 △5 4

アパートバイローリーズ      883        13 1,283 45.3   5 - - 19

レプシィム 
ローリーズファーム 

     605        10 2,143 253.9  17    1 - 39

ナインブロックス      669        13 1,468 119.4   2 - △1 16

インメルカート - - 93 -   3 - - 3

その他 （注） 15         - 0 6.9 - - - -

合計   32,077       416 38,425 19.8  58 △2 △8 517
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② 地域別販売実績 

 
(注) 閉鎖には、業態変更に伴う改装により一時閉店している店舗（北海道・東北地区、関東地区各１店舗）を含ん

でおります。 

  

③ 単位当たり販売実績 

 
※ 従業員数は臨時雇用者(中間連結会計期間の平均人員：１日８時間換算)を含めております。 

  

当中間連結会計期間において当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

地域別

(自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年３月１日 
至 平成20年８月31日) 

当中間連結会計期間

売上高 
(百万円)

中間期末
店舗数(店)

売上高
(百万円)

店舗異動状況(店)
中間期末
店舗数(店)

出店 閉鎖（注）

北海道・東北地区 3,024 43 3,331 7 △2 49

関東地区 13,297 166 15,544 14 △3 198

中部地区 4,307 59 5,367 5 △3 71

近畿地区 5,312 63 5,978 7 △1 71

中国・四国地区 1,720 22 2,282 8 - 35

九州・沖縄地区 3,546 48 4,056 3 - 55

Eコマースサイト 473 3 1,442 7 △1 18

国内合計 31,683 404 38,003 51 △10 497

台湾 394 12 332 2 - 15

香港 - - 90 5 - 5

グループ合計 32,077 416 38,425 58 △10 517

区分 (自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日)

前中間連結会計期間
(自 平成20年３月１日 
至 平成20年８月31日)

当中間連結会計期間

商品販売売上高(百万円) 32,077 38,425

１㎡当たり売上高 
売場面積(月平均)(㎡) 69,392 86,584

１㎡当たり期間売上高(千円) 462 444

１人当たり売上高 
従業員数(月平均)(人)※ 2,940 3,412

１人当たり期間売上高(千円) 10,910 11,261

３ 【対処すべき課題】

４ 【経営上の重要な契約等】

５ 【研究開発活動】

─ 9 ─



第３ 【設備の状況】 

当中間連結会計期間において、新たに主要な設備となったものは次のとおりであります。 

(1) 提出会社                           

 (平成20年８月31日現在) 

１ 【主要な設備の状況】

設備増加 
の年月

事業所名 
(所在地)

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数 
(人)

備考有形固定資産
(建物及び 
構築物)

有形固定資産
（土地） 
（面積㎡）

有形固定資産 
(器具備品) 

 
投下資本合計

平成20年３月 
レプシィムローリーズファーム  

仙台泉大沢店      
（仙台市泉区） 

店舗 - - - - 2 新規出店

平成20年３月 
ジーナシス      

郡山エスパル店     
（福島県郡山市） 

店舗 1 - - 1 2 新規出店

平成20年３月 
グローバルワーク     

鳳店        
（堺市西区） 

店舗 - - - - 3 新規出店

平成20年３月 
レプシィムローリーズファーム  

鳳店        
（堺市西区） 

店舗 - - - - 2 新規出店

平成20年３月 
グローバルワーク     

大高店       
（名古屋市緑区） 

店舗 0 - - 0 3 新規出店

平成20年３月 
ヘザー       
大高店       

（名古屋市緑区） 
店舗 - - - - 2 新規出店

平成20年３月 
レプシィムローリーズファーム  

大高店       
（名古屋市緑区） 

店舗 0 - - 0 3 新規出店

平成20年３月 
レイジブルー      

大高店       
（名古屋市緑区） 

店舗 - - - - 3 新規出店

平成20年３月 
レプシィムローリーズファーム  

トレッサ横浜店     
（横浜市港北区） 

店舗 0 - - 0 3 新規出店

平成20年３月 
レプシィムローリーズファーム  

八王子店       
（東京都八王子市） 

店舗 0 - - 0 2 新規出店

平成20年３月 
アパートバイローリーズ   

札幌アピア店      
（札幌市中央区） 

店舗 0 - - 0 2 新規出店

平成20年３月 
アパートバイローリーズ   

北千住ルミネ店     
（東京都足立区） 

店舗 0 - - 0 2 新規出店

平成20年３月 
レプシィムローリーズファーム  

防府市       
（山口県防府市） 

店舗 0 - - 0 2 新規出店

平成20年３月 
レプシィムローリーズファーム   

熊本クレア店      
（熊本県上益城郡嘉島町） 

店舗 0 - - 0 2 新規出店

平成20年３月 
ジーナシス      
ラクーア店      

（東京都文京区） 
店舗 - - - - 2 新規出店

平成20年４月 

ローリーズファーム・    
グローバルワークアウトレット 

入間店       
（埼玉県入間市） 

店舗 0 - 1 1 4 新規出店

平成20年４月 
グローバルワーク     

松前店       
（愛媛県伊予郡松前町） 

店舗 - - - - 2 新規出店
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設備増加 
の年月

事業所名 
(所在地)

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数 
(人)

備考有形固定資産
(建物及び 
構築物)

有形固定資産
（土地） 
（面積㎡）

有形固定資産 
(器具備品) 

 
投下資本合計

平成20年４月 
レプシィムローリーズファーム 

松前店 
（愛媛県伊予郡松前町） 

店舗 0 - - 0 2 新規出店

平成20年４月 
レプシィムローリーズファーム 

大分店 
（大分県大分市） 

店舗 - - - - 2 新規出店

平成20年４月 
レイジブルー 

大分店 
（大分県大分市） 

店舗 0 - - 0 2 新規出店

平成20年４月 
レプシィムローリーズファーム 

蒲田店 
（東京都大田区） 

店舗 - - 3 3 3 新規出店

平成20年４月 
アパートバイローリーズ 

ギャレ大阪店 
（大阪市北区） 

店舗 1 - - 1 3 新規出店

平成20年４月 
グローバルワーク 
平塚ラスカ店 

（神奈川県平塚市） 
店舗 2 - - 2 2 新規出店

平成20年４月 
グローバルワーク 

岐阜店 
（岐阜県岐阜市） 

店舗 0 - - 0 1 新規出店

平成20年４月 
レプシィムローリーズファーム 

鈴鹿店 
（三重県鈴鹿市） 

店舗 - - - - 1 新規出店

平成20年４月 
レプシィムローリーズファーム 

くずは店 
（大阪府枚方市） 

店舗 - - - - 2 新規出店

平成20年４月 
インメルカート 

防府店 
（山口県防府市） 

店舗 1 - - 1 2 新規出店

平成20年５月 
グローバルワーク 

おゆみ野店 
（千葉市緑区） 

店舗 0 - - 0 2 新規出店

平成20年５月 
レプシィムローリーズファーム 

おゆみ野店 
（千葉市緑区） 

店舗 - - - - 2 新規出店

平成20年５月 
アパートバイローリーズ 

仙台エスパル店 
（仙台市青葉区） 

店舗 0 - - 0 2 新規出店

平成20年６月 
ジーナシス 
錦糸町店 

（東京都墨田区） 
店舗 0 - - 0 2 新規出店

平成20年６月 
グローバルワーク 

出雲店 
（島根県出雲市） 

店舗 0 - - 0 3 新規出店

平成20年６月 
レプシィムローリーズファーム 

出雲店 
（島根県出雲市） 

店舗 - - - - 2 新規出店

平成20年６月 
ローリーズファーム 
三宮センタープラザ店 
（神戸市中央区） 

店舗 12 - 2 14 3 新規出店

平成20年６月 
インメルカート 

伊勢崎店 
（群馬県伊勢崎市） 

店舗 0 - - 0 2 新規出店

平成20年６月 
インメルカート 
山梨中央店 

（山梨県中央市） 
店舗 - - - - 2 新規出店

平成20年７月 
グローバルワーク 

綾川店 
（香川県綾歌郡綾川町） 

店舗 - - - - 2 新規出店

平成20年７月 
レプシィムローリーズファーム 

綾川店 
（香川県綾歌郡綾川町） 

店舗 - - - - 2 新規出店
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(注) １．金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含めておりません。 

２．従業員には臨時従業員を含めておりません。 

３．上記以外に、新たに契約した重要な賃借設備は次のとおりであります。 

 
４．上記新規出店店舗の保証金敷金は436百万円、長期前払費用は127百万円であります。 

５．上記金額には、消費税等を含めておりません。 

  

設備増加 
の年月

事業所名 
(所在地)

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数 
(人)

備考有形固定資産
(建物及び 
構築物)

有形固定資産
（土地） 
（面積㎡）

有形固定資産 
(器具備品) 

 
投下資本合計

平成20年７月 
レプシィムローリーズファーム  

茨木店       
（大阪府茨木市） 

店舗 - - - - 3 新規出店

平成20年７月
レプシィムローリーズファーム  

上里店       
（埼玉県児玉郡上里町） 

店舗 - - - - 2 新規出店

平成20年７月 
ナインブロックス     

那須店       
（栃木県那須塩原市） 

店舗 - - - - 2 新規出店

平成20年８月 
レイジブルー      
仙台パルコ店      

（仙台市青葉区） 
店舗 2 - - 2 2 新規出店

平成20年８月 
ヘザー       

仙台パルコ店      
（仙台市青葉区） 

店舗 1 - - 1 1 新規出店

平成20年８月 
ハレ        

仙台パルコ店      
（仙台市青葉区） 

店舗 0 - - 0 1 新規出店

合計 31 - 7 38 96

事業所名 設備の内容 契約種類
当中間連結会計期間の賃借料
又はリース料（百万円） 

店舗 

建物賃借 賃借契約 326 

店舗什器 リース契約 65 

POS関連設備 リース契約 5 
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(2) 在外子会社 

① 波茵特股份有限公司(台湾) 

 
(注) １．金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含めておりません。 

２．従業員には臨時従業員を含めておりません。 

３．上記以外に、新たに契約した重要な賃借設備は次のとおりであります。 

 
  

② POINT HOLDING CO.,LTD（香港） 

 
(注) １．金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含めておりません。 

２．従業員には臨時従業員を含めておりません。 

３．上記以外に、新たに契約した重要な賃借設備は次のとおりであります。 

 
  

設備増加 
の年月

事業所名 
(所在地)

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数 
(人)

備考有形固定資産
(建物及び 
構築物)

有形固定資産
（土地） 
（面積㎡）

有形固定資産 
(器具備品) 

 
投下資本合計

平成20年３月 
ジーナシス 
台北SOGO店 

(台湾 台北市) 
店舗 0 - - 0 3 新規出店

平成20年３月 
ジーナシス 
高雄漢神店 

(台湾 高雄市) 
店舗 - - - - 3 新規出店

合計 0 - - 0 6

事業所名 設備の内容 契約種類
当中間連結会計期間の賃借料
（百万円） 

店舗 建物賃借 賃借契約 5 

設備増加 
の年月

事業所名 
(所在地)

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数 
(人)

備考有形固定資産
(建物及び 
構築物)

有形固定資産
（土地） 
（面積㎡）

有形固定資産 
(器具備品) 

 
投下資本合計

平成20年３月 
ローリーズファーム 
CAUSEWAY SOGO店 

(CAUSEWAY BAY,HONG KONG) 
店舗 5 - 0 5 4 新規出店

平成20年３月 
ローリーズファーム 
TSUI SHA TSUI SOGO店 

(TSUI SHA TSUI,HONG KONG) 
店舗 6 - 0 6 3 新規出店

平成20年３月 
ジーナシス 

CAUSEWAY SOGO店 
 (CAUSEWAY BAY,HONG KONG) 

店舗 5 - 0 6 4 新規出店

平成20年６月 
ローリーズファーム  
TELFORD PLAZA店 

(KOWLOON BAY,HONG KONG) 
店舗 10 - - 10 3 新規出店

平成20年６月 
ジーナシス  

apm店 
 (KWUN TONG,HONG KONG) 

店舗 9 - - 9 4 新規出店

合計 37 - 0 37 18

事業所名 設備の内容 契約種類
当中間連結会計期間の賃借料
（百万円） 

店舗 建物賃借 賃借契約 27 
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(1) 前連結会計年度末において計画中であった設備投資について、当中間連結会計期間に重要な変更は特

にありません。なお、前連結会計年度において計画中であった重要な設備の新設、除却等のうち、当中

間連結会計期間において完了したものについては、「１ 主要な設備の状況」の項に記載しておりま

す。 

  

(2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。 

① 提出会社 

２ 【設備の新設、除却等の計画】

事業所名(仮称) 所在地
予定売場面積

(㎡)
予算金額
(百万円)

既支払額
(百万円)

契約年月 開店予定年月 備考

レプシィムローリーズファーム 
浦和美園店 

さいたま市 
緑区

275.55 34  - 平成20年９月 平成20年９月 新規出店

ハレ 
ルミネエスト店

東京都 
新宿区

59.40 22  - 平成20年９月 平成20年９月 新規出店

レイジブルー 
ルミネエスト店

東京都 
新宿区

96.13 34  - 平成20年９月 平成20年９月 新規出店

レプシィムローリーズファーム 
発寒店

札幌市 
西区

282.78 12  - 平成20年９月 平成20年９月 新規出店

ヘザー 
宇都宮インターパーク店

栃木県 
宇都宮市

92.40 15  - 平成20年９月 平成20年９月 新規出店

ローリーズファーム・ 
グローバルワークアウトレット 

仙台港店

仙台市 
宮城野区

297.03 57  23  平成20年５月 平成20年９月 新規出店

ヘザー 
小倉店 

北九州市 
小倉北区

88.80 29  - 平成20年８月 平成20年９月 新規出店

ハレ 
ヘップファイブ店

大阪市 
北区

84.25 41  - 平成20年９月 平成20年９月 新規出店

ヘザー 
浜松市野店

浜松市 
東区

165.43 35  - 平成20年９月 平成20年９月 新規出店

レプシィムローリーズファーム 
浜松市野店

浜松市 
東区

319.24 51  - 平成20年９月 平成20年９月 新規出店

グローバルワーク 
イオンレイクタウン店

埼玉県 
越谷市

694.16 122  - 平成20年９月 平成20年９月 新規出店

ジーナシス 
イオンレイクタウン店

埼玉県 
越谷市

107.91 31  - 平成20年９月 平成20年９月 新規出店

ヘザー 
イオンレイクタウン店

埼玉県 
越谷市

82.43 26  - 平成20年９月 平成20年９月 新規出店

レイジブルー 
イオンレイクタウン店

埼玉県 
越谷市

150.22 40  - 平成20年９月 平成20年９月 新規出店

ローリーズファーム 
イオンレイクタウン店

埼玉県 
越谷市

422.00 78  - 平成20年９月 平成20年９月 新規出店

グローバルワーク 
松江店

島根県 
松江市

271.59 41  - 平成20年９月 平成20年９月 新規出店

ローリーズファーム 
松江店

島根県 
松江市

165.66 40  - 平成20年９月 平成20年９月 新規出店

ジーナシス 
蒲田東急店

東京都 
大田区

72.14 34  - 平成20年７月 平成20年10月 新規出店

グローバルワーク 
南砂町スナモ店

東京都 
江東区

364.36 65  12  平成20年８月 平成20年10月 新規出店

レプシィムローリーズファーム 
南砂町スナモ店

東京都 
江東区

179.69 37  5  平成20年８月 平成20年10月 新規出店
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事業所名(仮称) 所在地
予定売場面積

(㎡)
予算金額
(百万円)

既支払額
(百万円)

契約年月 開店予定年月 備考

グローバルワーク 
大曲店

秋田県 
大仙市

421.08 53 - 平成20年10月 平成20年10月 新規出店

レプシィムローリーズファーム 
大曲店

秋田県 
大仙市

317.46 51 - 平成20年10月 平成20年10月 新規出店

アパートバイローリーズ 
大森アトレ店

東京都 
大田区

79.20 30 - 平成20年10月 平成20年10月 新規出店

インメルカート 
泉パークタウン店

仙台市 
泉区

149.62 28 5 平成20年９月 平成20年10月 新規出店

レプシィムローリーズファーム 
エアポートウォーク名古屋店

愛知県 
西春日井郡 

豊山町
170.61 37 3 平成20年10月 平成20年10月 新規出店

レプシィムローリーズファーム 
シャミネ松江店

島根県 
松江市

136.65 30 - 平成20年10月 平成20年10月 新規出店

レプシィムローリーズファーム 
かほく店

石川県 
かほく市

300.96 51 - 平成20年10月 平成20年10月 新規出店

ジーナシス 
国分寺店

東京都 
国分寺市

96.00 28 8 平成20年７月 平成20年10月 新規出店

ヘザー 
国分寺店

東京都 
国分寺市

91.84 28 8 平成20年７月 平成20年10月 新規出店

レイジブルー 
ららぽーと船橋店

千葉県 
船橋市

129.45 49 - 平成20年10月 平成20年10月 新規出店

ジーナシス 
相模大野店

神奈川県 
相模原市

94.35 29 - 平成20年10月 平成20年11月 新規出店

ジーナシス 
川崎店

川崎市 
川崎区

135.30 41 12 平成20年10月 平成20年11月 新規出店

ヘザー 
川崎店

川崎市 
川崎区

112.20 34 9 平成20年10月 平成20年11月 新規出店

グローバルワーク 
伊勢崎店

群馬県 
伊勢崎市

286.70 44 1 平成20年９月 平成20年11月 新規出店

レプシィムローリーズファーム 
伊勢崎店

群馬県 
伊勢崎市

283.07 44 2 平成20年11月 平成20年11月 新規出店

レプシィムローリーズファーム 
経塚店

沖縄県 
浦添市

214.01 39 2 平成20年11月 平成20年11月 新規出店

レイジブルー・ヘザー 
西宮店

兵庫県 
西宮市

272.46 76 17 平成20年11月 平成20年11月 新規出店

ヘザー 
橿原アルル店

奈良県 
橿原市

127.68 30 - 平成20年11月 平成20年11月 新規出店

レイジブルー 
橿原アルル店

奈良県 
橿原市

194.73 43 - 平成20年11月 平成20年11月 新規出店

レプシィムローリーズファーム 
橿原アルル店

奈良県 
橿原市

230.74 48 - 平成20年11月 平成20年11月 新規出店

レプシィムローリーズファーム 
川口店

埼玉県 
川口市

224.47 40 13 平成20年５月 平成20年11月 新規出店

ジーナシス 
姫路店

兵庫県 
姫路市

82.17 30 5 平成20年６月 平成20年12月 新規出店

ヘザー 
姫路店

兵庫県 
姫路市

52.81 22 3 平成20年６月 平成20年12月 新規出店

レプシィムローリーズファーム 
姫路店

兵庫県 
姫路市

124.18 39 8 平成20年６月 平成20年12月 新規出店

レプシィムローリーズファーム 
筑紫野店

福岡県 
筑紫野市

236.61 46 - － 平成20年12月 新規出店
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(注) １．予定売場面積は、全て賃借予定のものであります。 

 ２．予算金額には、長期前払費用及び保証金敷金を含めており、又リースによりまかなうものを含めておりま

す。 

 ３．今後の所要額は、自己資金でまかなう予定であります。 

 ４．上記金額には、消費税等を含めておりません。 

  

② 在外子会社 

波茵特股份有限公司(台湾) 

 

POINT HOLDING CO.,LTD（香港） 

 
(注) １．コレクトポイントは、複数ブランドの複合店舗であります。 

 ２．予定売場面積は、全て賃借予定のものであります。 

 ３．予算金額には、リースによりまかなうものを含めております。 

 ４．今後の所要額は、自己資金でまかなう予定であります。 

  

事業所名（仮称） 所在地
予定売場面積 

（㎡）

予算金額 

（百万円）

既支払額 

（百万円）
契約年月 開店予定年月 備考

ローリーズファーム 

高雄漢神巨蛋店

台湾 

高雄市
92.40 8 － 平成20年７月 平成20年７月 新規出店

事業所名(仮称) 所在地
予定売場面積

(㎡)
予算金額
(百万円)

既支払額
(百万円)

契約年月 開店予定年月 備考

コレクトポイント 
NEW TOWN PLAZA店 

（注）１

SHATIN, 
HONG KONG

274.89 10 － 平成20年10月 平成20年10月 新規出店

ジーナシス      
TELFORD PLAZA店

KOWLOON BAY, 
HONG KONG

88.77 10 － 平成20年12月 平成20年12月 新規出店
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

会社法に基づき発行した新株予約権の状況 

株主総会の特別決議(平成18年５月24日) 

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成20年８月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年11月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,990,720 25,990,720
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 25,990,720 25,990,720 ― ―

中間会計期間末現在
(平成20年８月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年10月31日)

新株予約権の数(個) 4,350 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 43,500(注)１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 6,691(注)２ 同左

新株予約権の行使期間 
平成21年４月15日から
平成21年５月29日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   6,691
資本組入額   3,346

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その
他一切の処分は認めない。 

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ―
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(注) １．新株予約権の目的たる株式の数 

当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調整する。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で行使されていない目的たる株式の数についてのみ行い、調

整の結果生じる１株未満の端数を切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交

換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式

の数を調整することができる。 

２．新株予約権の行使時の払込金額 

株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結果生じる１

円未満の端数を切り上げる。 

   
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交

換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は払込金額を調

整することができる。 

３．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の一部行使はできないものとする。 

② 新株予約権を行使できる新株予約権の行使回数は権利行使期間を通じて１回に限る。 

③ 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社または当社の関係会社の取締役または執行役員でな

ければならない。 

④ 新株予約権者が、平成21年２月末日時点で当社または当社の関係会社の取締役である場合は、当社の平成

21年２月期決算において、売上高が760億円を上回り、かつ当期純利益が75億円を上回る場合に限り本新株

予約権を行使することができる。 

⑤ 新株予約権者が、平成21年２月末日時点で当社または当社の関係会社の執行役員である場合は、当社の平

成21年２月期決算において、売上高が760億円を上回り、かつ営業利益が137億円を上回る場合に限り本新株

予約権を行使することができる。 

⑥ 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。 

⑦ その他権利行使に関する条件については、取締役会決議により決定する。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
  

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成20年３月１日～ 
平成20年８月31日 

― 25,990 ― 2,660 ― 2,517
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(5) 【大株主の状況】 

平成20年８月31日現在 

 
(注) １．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は以下のとおりであります。 

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)      1,517千株 

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)    1,191千株 

  資産管理サービス信託銀行株式会社(証券投資信託口)     708千株 

   ２．フェデリティ投信株式会社及びその共同保有者であるエフエムアール エルエルシー(FMR LLC)から平成20

年９月18日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成20年９月10日現在で以下の株式を所有している旨

の報告を受けましたが、当社として当中間期末現在における実質所有株式数の確認ができておりませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社テツカンパニー 茨城県水戸市泉町３―１―27 2,174 8.36

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２―11―３ 1,622 6.24

株式会社フクゾウ 東京都杉並区浜田山１―33―25―301 1,510 5.80

株式会社武平 東京都杉並区浜田山１―33―25―301 1,500 5.77

株式会社月岡 東京都杉並区浜田山１―33―25―301 1,500 5.77

福田 三千男 茨城県水戸市 1,299 4.99

株式会社ポイント 茨城県水戸市泉町３―１―27 1,233 4.74

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１―８―11 1,206 4.64

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー 
(常任代理人株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室) 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A
(東京都中央区日本橋兜町６―７)  

768 2.95

資産管理サービス信託銀行 
株式会社(証券投資信託口) 

東京都中央区晴海１―８―12 708 2.72

計 ― 13,524 52.03

氏名または名称 住所
所有株式数 
（千株）

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

フィデリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門４丁目３番１号
城山トラストタワー 

2,398 9.23

エフエムアール エルエルシー 
(FMR LLC) 

82 DEVONSHIRE STREET,BOSTON,
MASSACHUSETTS 02109,USA 

200 0.77
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成20年８月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が360株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数36個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成20年８月31日現在 

 
  

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  1,233,890 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 24,756,440 2,475,644 ―

単元未満株式 普通株式    390 ― １単元(10株)未満の株式

発行済株式総数  25,990,720 ― ― 

総株主の議決権 ― 2,475,644 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

株式会社ポイント 
茨城県水戸市泉町
３―１―27 

1,233,890 ― 1,233,890 4.74

計 ― 1,233,890 ― 1,233,890 4.74

２ 【株価の推移】

月別 平成20年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 4,740 4,950 4,880 4,390 3,550 3,690

最低(円) 3,160 3,600 3,870 3,000 2,865 3,170

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

(1) 当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成19年３月１日か

ら平成19年８月31日まで)及び当中間連結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の中間

連結財務諸表並びに、前中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)及び当中間会計期間

(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監

査を受けております。 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

１ 【中間連結財務諸表等】

前中間連結会計期間末 

(平成19年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成20年８月31日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成20年２月29日) 

区分 
注記 

番号 

金額 

(百万円) 

構成比

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

 （資産の部） 

Ⅰ 流動資産 

 １．現金及び預金 11,146 11,818 13,856 

 ２．売掛金 2,873 4,002 2,789 

 ３．有価証券 － 1,997 － 

 ４．たな卸資産 2,658 3,455 3,496 

 ５．その他 961 1,018 799 

 ６．貸倒引当金 △55 △66 △45 

  流動資産合計 17,583 51.7 22,226 55.9 20,895 55.4 

Ⅱ 固定資産 

 １．有形固定資産 ※１ 

  (1) 土地 1,733 － 1,733 

  (2) その他 1,319 － 1,250 

   有形固定資産合計 3,052 8.9 3,037 7.7 2,983 7.9 

 ２．無形固定資産 237 0.7 433 1.1 390 1.0 

 ３．投資その他の資産 

  (1) 投資有価証券 4,099 3,237 3,145 

  (2) 保証金敷金 ※２ 7,216 8,463 7,961 

  (3) その他 ※３ 2,110 2,569 2,557 

  (4) 貸倒引当金 △257 △236 △221 

   投資その他の資産合

計 
13,169 38.7 14,034 35.3 13,443 35.7 

  固定資産合計 16,459 48.3 17,505 44.1 16,817 44.6 

  資産合計 34,043 100.0 39,731 100.0 37,712 100.0 
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前中間連結会計期間末 

(平成19年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成20年８月31日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成20年２月29日) 

区分 
注記 

番号 

金額 

(百万円) 

構成比

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

 （負債の部） 

Ⅰ 流動負債 

 １．買掛金 ※２ 6,617 8,128 8,960 

 ２．短期借入金 35 13 24 

 ３．未払金 2,453 2,955 2,711 

 ４．未払法人税等 2,025 2,537 2,391 

 ５．賞与引当金 739 996 746 

 ６．役員賞与引当金 － 173 － 

 ７．その他 43 90 111 

  流動負債合計 11,914 35.0 14,894 37.5 14,946 39.6 

Ⅱ 固定負債 

 １．長期借入金 13 － 3 

 ２．賞与引当金 76 － 102 

 ３．役員賞与引当金 100 － 134 

 ４．役員退職慰労引当金 114 114 114 

 ５．その他 73 109 63 

  固定負債合計 377 1.1 223 0.6 417 1.1 

  負債合計 12,292 36.1 15,118 38.1 15,363 40.7 

    

 （純資産の部） 

Ⅰ 株主資本 

 １．資本金 2,660 7.8 2,660 6.7 2,660 7.1 

 ２．資本剰余金 2,517 7.4 2,517 6.3 2,517 6.7 

 ３．利益剰余金 20,676 60.7 26,455 66.6 24,342 64.5 

 ４．自己株式 △4,177 △12.2 △6,677 △16.8 △6,677 △17.7 

  株主資本合計 21,676 63.7 24,955 62.8 22,842 60.6 

Ⅱ 評価・換算差額等 

 １．その他有価証券評価

差額金 
30 0.1 △478 △1.2 △532 △1.4 

 ２．為替換算調整勘定 10 0.0 △ 2 △0.0 △ 5 △0.0 

  評価・換算差額等合計 40 0.1 △481 △1.2 △537 △1.4 

Ⅲ 新株予約権 33 0.1 55 0.1 44 0.1 

Ⅳ 少数株主持分 － － 83 0.2 － － 

  純資産合計 21,751 63.9 24,612 61.9 22,349 59.3 

  負債純資産合計 34,043 100.0 39,731 100.0 37,712 100.0 
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② 【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成19年３月１日

 至 平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成20年３月１日

 至 平成20年８月31日)

前連結会計年度の

要約連結損益計算書

(自 平成19年３月１日

 至 平成20年２月29日)

区分 
注記 

番号 

金額 

(百万円) 

百分比

(％) 

金額 

(百万円) 

百分比

(％) 

金額 

(百万円) 

百分比 

(％) 

Ⅰ 売上高 32,077 100.0 38,425 100.0 73,941 100.0 

Ⅱ 売上原価 12,280 38.3 15,219 39.6 29,244 39.6 

   売上総利益 19,797 61.7 23,206 60.4 44,696 60.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理

費 

 １．広告宣伝費 769 857 1,559 

 ２．役員報酬 115 121 325 

 ３．給与及び賞与 3,292 3,906 7,899 

 ４．賞与引当金繰入額 754 853 789 

 ５．福利厚生費 649 805 1,382 

 ６．地代家賃 5,176 6,249 11,591 

 ７．リース料 970 1,177 2,053 

 ８．減価償却費 251 306 563 

 ９．その他 2,514 14,493 45.2 2,947 17,225 44.8 5,571 31,736 42.9 

   営業利益 5,303 16.5 5,980 15.6 12,960 17.5 

Ⅳ 営業外収益 

 １．受取利息 18 17 33 

 ２．受取配当金 － 26 26 

 ３．受取家賃 20 20 40 

 ４．新株予約権戻入益 6 － － 

 ５．その他 19 65 0.2 50 114 0.2 47 149 0.2 

Ⅴ 営業外費用 

 １．支払利息 2 0 3 

 ２．支払家賃 15 15 31 

 ３．持分法による投資

損失 
－ － 36 

 ４．その他 1 19 0.0 0 17 0.0 7 78 0.1 

   経常利益 5,348 16.7 6,078 15.8 13,030 17.6 
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前中間連結会計期間

(自 平成19年３月１日

 至 平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成20年３月１日

 至 平成20年８月31日)

前連結会計年度の

要約連結損益計算書

(自 平成19年３月１日

 至 平成20年２月29日)

区分 
注記 

番号 

金額 

(百万円) 

百分比

(％) 

金額 

(百万円) 

百分比

(％) 

金額 

(百万円) 

百分比 

(％) 

Ⅵ 特別利益 

 １．貸倒引当金戻入益 － － － － － － 45 45 0.1 

Ⅶ 特別損失 

 １．固定資産除却損 ※１ 27 40 63 

 ２．賃借契約解約に伴

う損失 
※２ 206 292 405 

 ３．減損損失 ※３ － 53 18 

 ４．その他 ※３ 18 252 0.8 － 386 1.0 － 487 0.7 

   税金等調整前中間

(当期)純利益 
5,096 15.9 5,691 14.8 12,588 17.0 

   法人税、住民税及

び事業税 
1,882 2,474 4,850 

   法人税等調整額 148 2,030 6.3 △132 2,342 6.1 249 5,100 6.9 

   少数株主損失 － － 1 0.0 － － 

   中間(当期)純利益 3,065 9.6 3,350 8.7 7,488 10.1 
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 
  

 
  

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年２月28日残高(百万円) 2,660 2,517 18,746 △4,437 19,487 

中間連結会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 △1,007 △1,007 

 中間純利益 3,065 3,065 

 自己株式の取得 △0 △0 

 自己株式の処分 △128 259 131 

 株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
－ 

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円) 
－ － 1,929 259 2,189 

平成19年８月31日残高(百万円) 2,660 2,517 20,676 △4,177 21,676 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
為替換算調整勘定

評価・換算差額 

等合計 

平成19年２月28日残高(百万円) 29 5 34 25 19,547 

中間連結会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 － △1,007 

 中間純利益 － 3,065 

 自己株式の取得 － △0 

 自己株式の処分 － 131 

 株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
0 5 6 8 14 

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円) 
0 5 6 8 2,203 

平成19年８月31日残高(百万円) 30 10 40 33 21,751 
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当中間連結会計期間（自 平成20年３月１日 至 平成20年８月31日） 
  

 
   

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成20年２月29日残高(百万円) 2,660 2,517 24,342 △6,677 22,842 

中間連結会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 △1,237 △1,237 

 中間純利益 3,350 3,350 

 自己株式の取得 △0 △0 

 自己株式の処分 － 

 その他 △0 △0 

 株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
－ 

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円) 
－ － 2,112 △0 2,112 

平成20年８月31日残高(百万円) 2,660 2,517 26,455 △6,677 24,955 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

平成20年２月29日残高(百万円) △532 △5 △537 44 － 22,349 

中間連結会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 － △1,237 

 中間純利益 － 3,350 

 自己株式の取得 － △0 

 自己株式の処分 － － 

 その他 － △0 

 株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
53 2 56 11 83 151 

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円) 
53 2 56 11 83 2,263 

平成20年８月31日残高(百万円) △478 △2 △481 55 83 24,612 

─ 27 ─



前連結会計年度の要約連結株主資本等変動計算書（自 平成19年３月１日 至 平成20年２月29日） 
  

 
  

 
  

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年２月28日残高(百万円) 2,660 2,517 18,746 △4,437 19,487 

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 △1,764 △1,764 

 当期純利益 7,488 7,488 

 自己株式の取得 △2,500 △2,500 

 自己株式の処分 △128 259 131 

 株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
－ 

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円) 
－ － 5,595 △2,240 3,355 

平成20年２月29日残高(百万円) 2,660 2,517 24,342 △6,677 22,842 

評価・換算差額等 
新株 

予約権 

純資産 

合計 その他有価証券 

評価差額金 
為替換算調整勘定

評価・換算差額 

等合計 

平成19年２月28日残高(百万円) 29 5 34 25 19,547 

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 － △1,764 

 当期純利益 － 7,488 

 自己株式の取得 － △2,500 

 自己株式の処分 － 131 

 株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
△562 △10 △572 19 △553 

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円) 
△562 △10 △572 19 2,801 

平成20年２月29日残高(百万円) △532 △5 △537 44 22,349 
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成19年３月１日 

至 平成19年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成20年３月１日 

至 平成20年８月31日) 

前連結会計年度の 

(自 平成19年３月１日 

至 平成20年２月29日) 

要約連結キャッシュ・
フロー計算書

区分 
注記 

番号 

金額 

(百万円) 

金額 

(百万円) 

金額 

(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

   税金等調整前中間(当期)純利益 5,096 5,691 12,588 

   減価償却費 270 318 591 

   賞与引当金の増減額(減少：△) 150 148 183 

   役員賞与引当金の増減額 

(減少：△) 
33 39 67 

   役員退職慰労引当金の増減額 

(減少：△) 
△36 － △36 

   貸倒引当金の増減額(減少：△) 0 36 △44 

   受取利息及び受取配当金 △18 △44 △60 

   支払利息 2 0 3 

   固定資産除却損 27 40 63 

   売上債権の増減額(増加：△) △334 △1,213 △260 

   たな卸資産の増減額(増加：△) △639 41 △1,481 

   仕入債務の増減額(減少：△) △765 △832 1,581 

   未払金の増減額(減少：△) 250 348 458 

   未払消費税等の増減額(減少：△) △178 △87 △49 

   その他 △93 111 99 

小計 3,765 4,598 13,704 

   利息及び配当金の受取額 17 44 61 

   利息の支払額 △3 △0 △4 

   法人税等の支払額 △3,197 △2,321 △5,817 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 582 2,320 7,943 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

   有形固定資産の取得による支出 △330 △189 △444 

   無形固定資産の取得による支出 △116 △113 △299 

   投資有価証券の取得による支出 △3,994 △0 △3,995 

   保証金敷金の支出 △495 △654 △1,450 

   保証金敷金の返還による収入 48 22 167 

   長期前払費用(投資その他の資産

「その他」)の支出 
△164 △193 △407 

   その他 8 11 19 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △5,044 △1,116 △6,411 
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前中間連結会計期間 

(自 平成19年３月１日 

至 平成19年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成20年３月１日 

至 平成20年８月31日) 

前連結会計年度の 

(自 平成19年３月１日 

至 平成20年２月29日) 

要約連結キャッシュ・
フロー計算書

区分 
注記 

番号 

金額 

(百万円) 

金額 

(百万円) 

金額 

(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

   長期借入金の返済による支出 △34 △14 △55 

   社債の償還による支出 △500 － △500 

   配当金の支払額 △1,006 △1,236 △1,762 

   自己株式の取得による支出 △0 △0 △2,500 

   自己株式の処分による収入 131 － 131 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △1,409 △1,251 △4,686 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 3 5 △5 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 

(減少：△) 
△5,868 △41 △3,159 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 17,009 13,849 17,009 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 

(期末)残高 
11,141 13,808 13,849 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成20年２月29日) 

1．連結の範囲に関す

る事項 

連結子会社は、(株)ポジッ

ク、波茵特股份有限公司(台

湾)の２社であります。全て

の子会社を連結しているた

め、非連結子会社はありませ

ん。 

連結子会社は、(株)ポジッ

ク、波茵特股份有限公司(台

湾 )、POINT HOLDING CO.,LTD

（香港）の３社であります。

全ての子会社を連結している

ため、非連結子会社はありま

せん。 

連結子会社は、(株)ポジッ

ク、波茵特股份有限公司(台

湾 )、POINT HOLDING CO.,LTD

（香港）の３社であります。

全ての子会社を連結している

ため、非連結子会社はありま

せん。 

なお、POINT HOLDING CO.,LTDに

つきましては、新たに株式を取

得したことから、当連結会計年

度より連結子会社に含めており

ます。ただし、みなし取得日が

当連結会計年度末日であるた

め、当連結会計年度の損益に与

える影響はありません。 

2．持分法の適用に関

する事項 

持分法適用会社は(株)エム

ズの１社であります。 

持分法適用会社は(株)エム

ズの１社であります。全ての

関連会社に持分法を適用して

いるため、持分法を適用して

いない非連結子会社及び関連

会社はありません。 

同左 

3．連結子会社の中間

決算日（決算日）

等に関する事項 

連結子会社のうち、波茵特

股份有限公司の中間決算日は

６月30日であります。 

中間連結財務諸表の作成に

当たっては、同中間決算日現

在の中間財務諸表を使用して

おります。ただし、当該連結

子会社の中間決算日から中間

連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、

中間連結決算上必要な調整を

行っております。 

連結子会社のうち、波茵特

股份有限公司及びPOINT HOLD 

ING CO.,LTDの中間決算日は６

月30日であります。 

中間連結財務諸表の作成に当

たっては、同中間決算日現在の

中間財務諸表を使用しておりま

す。ただし、当該連結子会社の

中間決算日から中間連結決算日

までの期間に発生した重要な取

引については、中間連結決算上

必要な調整を行っております。 

連結子会社のうち、波茵特

股份有限公司及びPOINT HOLD 

ING CO.,LTDの決算日は12月31

日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっ

ては、同決算日現在の財務諸表

を使用しております。ただし、

当該連結子会社の決算日から連

結決算日までの期間に発生した

重要な取引については、連結決

算上必要な調整を行っておりま

す。 

4．会計処理基準に関す

る事項 

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

 

① 有価証券の評価基準及び

評価方法 

───── 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結決算日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法により

算定) 

 

① 有価証券の評価基準及び

評価方法 

・満期保有目的の債券 

 …償却原価法(定額法) 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

同左

① 有価証券の評価基準及び

評価方法 

───── 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

…連結決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

 

②  たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品…主に個別法によ

る原価法 

②  たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

同左

②  たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

同左
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前中間連結会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成20年２月29日) 

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

…主に定率法（ただし

平成10年４月１日以

降に取得した建物

(附属設備を除く)に

ついては定額法） 

主な耐用年数 

・建物  ３～39年 

・器具備品３～20年 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

…定額法 

なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利

用可能期間(主に５

年)に基づく定額法 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

③ 長期前払費用 

…均等償却 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

(3) 重要な繰延資産

の処理方法 

株式交付費 

…支出時に全額費用とし

て処理しております。 

株式交付費 

同左 

株式交付費 

同左 

(4) 重要な引当金の

計上基準 

① 貸倒引当金 

…債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上しており

ます。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

…当社及び国内連結子会

社は、従業員に対する

賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のう

ち、当中間連結会計期

間の負担すべき額を計

上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

…当社及び国内連結子会

社は、従業員に対する

賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のう

ち、当連結会計年度の

負担すべき額を計上し

ております。 

③ 役員賞与引当金 

…当社は、役員に対する

賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のう

ち、当中間連結会計期

間の負担すべき額を計

上しております。 

③ 役員賞与引当金 

同左 

③ 役員賞与引当金 

…当社は、役員に対する

賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のう

ち、当連結会計年度の

負担すべき額を計上し

ております。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成20年２月29日) 

④ 役員退職慰労引当金 

…当社は平成15年５月

に役員退職慰労金制

度を廃止し、内規に

基づく制度廃止時の

要支給額を役員の退

任時に支払うことと

なったため、当該支

給予定額を計上して

おります。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑤   ───────    

 

 

⑤ ポイント引当金 

…顧客に付与したポイ

ントの将来の利用に

備えるため、当中間

連結会計期間末にお

ける将来利用見込額

を計上しておりま

す。 

 

⑤ ポイント引当金 

…顧客に付与したポイ

ントの将来の利用に

備えるため、当連結

会計年度末における

将来利用見込額を計

上しております。 

（追加情報） 

平成19年10月にポイ

ント ＥＣ ＳＨＯＰ

をオープンし、ポイ

ント制度を導入する

こととなったため、

当連結会計年度末に

おける将来利用見込

額(８百万円)を流動

負債の「その他」に

計上しております。 

こ の 結 果、営 業 利

益、経常利益及び税

金等調整前当期純利

益がそれぞれ８百万

円減少しておりま

す。 

(5) 重要な外貨建の

資産又は負債の

本邦通貨への換

算の基準 

在外子会社の資産及び負

債は、中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定

に含めて計上しておりま

す。 

同左 在外子会社の資産及び負

債は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における

為替換算調整勘定に含めて

計上しております。 

(6) 重要なリース取

引の処理方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

前中間連結会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成20年２月29日) 

(7) その他中間連結財

務諸表（連結財

務諸表）作成の

ための重要な事

項 

消費税等の会計処理方法 

…消費税等の会計処理

は、税抜方式によって

おります。 

なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の

「未払金」に含めて表

示しております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

…消費税等の会計処理

は、税抜方式によって

おります。 

5．中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書
（連結キャッシュ・
フロー計算書）にお
ける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期間

の到来する短期投資からなっ

ております。 

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期間の

到来する短期投資からなって

おります。 

前中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 

  至 平成19年８月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成20年３月１日 

  至 平成20年８月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成19年３月１日 

  至 平成20年２月29日） 

固定資産の減価償却

の方法の変更 

当中間連結会計期間より、

法人税法の改正に伴い、平成

19年４月１日以降に取得した

固定資産については、改正後

の法人税法に規定する減価償

却の方法によっております。 

なお、これによる営業利

益、経常利益及び税金等調整

前中間純利益への影響は軽微

であります。 

──────── 
当連結会計年度より、法人

税法の改正に伴い、平成19年

４月１日以降に取得した固定

資産については、改正後の法

人税法に規定する減価償却の

方法によっております。 

なお、これによる営業利

益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益への影響は軽微

であります。 
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表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間において投資その他の資産の「そ

の他」として一括掲記しておりましたうち、「投資有

価証券」（前中間連結会計期間111百万円）について

は、重要性が増したため、区分掲記しております。 

（中間連結貸借対照表関係） 

──────────── 

 

──────────── 

 

前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「土地」（当中間連結会計期間1,733百万円）は、当

中間連結会計期間末において資産総額の100分の５以

下となったため、区分掲記せず、有形固定資産に一括

表示しております。 

（中間連結損益計算書関係) 

１.前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「貸倒引当金繰入額」（当中間連結会計期間０百万

円）は、重要性が低いため、販売費及び一般管理費の

「その他」に含めて表示しております。 

（中間連結損益計算書関係) 

──────────── 

 

２.前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「受取販売奨励金」（当中間連結会計期間５百万円）

は、営業外収益の100分の10以下のため、営業外収益

の「その他」に含めて表示しております。 

──────────── 

 

３.前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「株式交付費」（当中間連結会計期間１百万円）は、

営業外費用の100分の10以下のため、営業外費用の

「その他」に含めて表示しております。 

──────────── 

 

４.前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「減損損失」（当中間連結会計期間18百万円）は、特

別損失の100分の10以下のため、特別損失の「その

他」に含めて表示しております。 

──────────── 

 

──────────── 

 

１.前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」

に含めて表示しておりました「受取配当金」（前中間

連結会計期間０百万円）については、重要性が増した

ため、区分掲記しております。 

──────────── 

 

２.前中間連結会計期間において特別損失の「その他」に

含めて表示しておりました「減損損失」（前中間連結

会計期間18百万円）は、重要性が増したため、区分掲

記しております。 

（中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「純資産の部に直接計上されたその他有価証券評価差

額金の増減」（当中間連結会計期間０百万円）「純資

産の部に直接計上された為替換算調整勘定の増減」

（当中間連結会計期間５百万円）及び「新株予約権の

発行」（当中間連結会計期間８百万円）は、重要性が

低いため、「株主資本以外の項目の中間連結会計期間

中の変動額（純額）」に含めて表示しております。 

──────────── 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間において投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「投資有価証券の取得による支出」（前中間連結会計

期間０百万円）は、重要性が増したため、区分掲記し

ております。 

──────────── 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 
  

前中間連結会計期間末 

(平成19年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成20年８月31日) 

前連結会計年度末 

(平成20年２月29日) 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

 
588百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

 
758百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

 
690百万円 

※２．担保提供資産及び担保付債務 

(1) 担保に供している資産 

 
(2) 上記に対応する債務 

 

科目 金額 

保証金敷金 100百万円

計 100百万円

科目 金額 

買掛金 100百万円

計 100百万円

 

※２．担保提供資産及び担保付債務 

(1) 担保に供している資産 

 
(2) 上記に対応する債務 

 

科目 金額 

保証金敷金 100百万円

計 100百万円

科目 金額 

買掛金 100百万円

計 100百万円

※２．担保提供資産及び担保付債務 

(1) 担保に供している資産 

 
(2) 上記に対応する債務 

 

科目 金額 

保証金敷金 100百万円

計 100百万円

科目 金額 

買掛金 100百万円

計 100百万円

※３．長期性預金 

投資その他の資産「その他」に含

まれている長期性預金1,000百万円

（期間５年、満期日平成22年３月）

は、解約権を銀行が保有している条

件付の定期預金であり、当社が満期

日前に解約を申し出た場合、解約に

伴う清算金を支払う必要がありま

す。これにより受取金額が預入元本

を下回る可能性があります。 

※３．長期性預金 

同左 

 

※３．長期性預金 

同左 
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(中間連結損益計算書関係) 

 
  

前中間連結会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成20年２月29日) 

※１．固定資産除却損の内訳は次のと

おりであります。 

※１．固定資産除却損の内訳は次のと

おりであります。 

※１．固定資産除却損の内訳は次のと

おりであります。 

 

有形固定資産 
「その他」 
（建物） 

8百万円 

有形固定資産 
「その他」 
（器具備品） 

2百万円 

投資その他の資産
「その他」 
（長期前払費用） 

14百万円 

撤去工事費 2百万円 

計 27百万円 

 

有形固定資産 
（建物） 

6百万円 

有形固定資産 
（器具備品） 

1百万円 

投資その他の資産
「その他」 
（長期前払費用） 

24百万円 

撤去工事費 8百万円 

計 40百万円 

 

有形固定資産 
「その他」 
（建物） 

26百万円 

有形固定資産 
「その他」 
（器具備品） 

6百万円 

投資その他の資産
「その他」 
（長期前払費用） 

28百万円 

撤去工事費 2百万円 

計 63百万円 

※２．賃借契約解約に伴う損失の内訳

は次のとおりであります。 

 

賃借契約解約に
伴う違約金 

131百万円 

撤去工事費 75百万円 

計 206百万円 

 

※２．賃借契約解約に伴う損失の内訳

は次のとおりであります。 

 

賃借契約解約に
伴う違約金 

241百万円 

撤去工事費 51百万円 

計 292百万円 

 

※２．賃借契約解約に伴う損失の内訳

は次のとおりであります。 

 

賃借契約解約に
伴う違約金 

269百万円 

撤去工事費 126百万円 

その他 9百万円 

計 405百万円 

※３．減損損失 

当中間連結会計期間において、当社

グループは下記の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

 
当社グループは、各店舗をキャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位として

資産のグルーピングを行っており、店

舗の営業損益が継続してマイナス等で

ある店舗について、減損の兆候を認識

しております。 

減損対象になった資産は、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少

額(18百万円)を減損損失として、特別

損失の「その他」に計上しておりま

す。 

なお、回収可能価額は使用価値によ

り測定しており、将来キャッシュ・フ

ローに基づく使用価値がマイナスであ

るため、回収可能価額を零として評価

しております。 

用途及び場所 種類 金額

店舗 

北海道１店舗 

投資その他の 
資産「その他」 

2百万円 

リース資産 16百万円 

※３．減損損失 

当中間連結会計期間において、当社

グループは下記の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

 
当社グループは、各店舗をキャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位として

資産のグルーピングを行っており、店

舗の営業損益が継続してマイナス等で

ある店舗について、減損の兆候を認識

しております。 

減損対象になった資産は、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少

額(53百万円)を減損損失として、特別

損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は使用価値によ

り測定しており、将来キャッシュ・フ

ローに基づく使用価値がマイナスであ

るため、回収可能価額を零として評価

しております。 

用途及び場所 種類 金額

店舗 
岩手県 
千葉県 
東京都 
新潟県 
 各１店舗 

有形固定資産 0百万円

投資その他の

資産「その他」 
7百万円

リース資産 45百万円

※３．減損損失 

当連結会計年度において、当社グル

ープは下記の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

 
当社グループは、各店舗をキャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位として

資産のグルーピングを行っており、店

舗の営業損益が継続してマイナス等で

ある店舗について、減損の兆候を認識

しております。 

減損対象になった資産は、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少

額(18百万円)を減損損失として、特別

損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は使用価値によ

り測定しており、将来キャッシュ・フ

ローに基づく使用価値がマイナスであ

るため、回収可能価額を零として評価

しております。 

用途及び場所 種類 金額

店舗 

北海道１店舗 

投資その他の

資産「その他」 
2百万円

リース資産 16百万円

─ 37 ─



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）自己株式の普通株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少は、新株予約権の権利行使による自己株式の処分

によるものであります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 
  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末以後となるもの 

 
             

前連結会計年度末 

株式数(千株) 

当中間連結会計期間 

増加株式数(千株) 

当中間連結会計期間 

減少株式数(千株) 

当中間連結会計期間末 

株式数(千株) 

発行済株式 

 普通株式 25,990 － － 25,990 

 合計 25,990 － － 25,990 

自己株式 

 普通株式 800 0 46 753 

 合計 800 0 46 753 

区分 新株予約権の内訳 当中間連結会計期間末残高（百万円） 

提出会社 ストック・オプションとしての新株予約権 33 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成19年５月30日 
定時株主総会 

普通株式 1,007百万円 40円 平成19年２月28日 平成19年５月31日 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成19年10月４日 
取締役会 

普通株式 757百万円 利益剰余金 30円 平成19年８月31日 平成19年10月29日 
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当中間連結会計期間（自 平成20年３月１日 至 平成20年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）自己株式の普通株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 
  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末以後となるもの 

 
  

前連結会計年度末 

株式数(千株) 

当中間連結会計期間 

増加株式数(千株) 

当中間連結会計期間 

減少株式数(千株) 

当中間連結会計期間末 

株式数(千株) 

発行済株式 

 普通株式 25,990 － － 25,990 

 合計 25,990 － － 25,990 

自己株式 

 普通株式 1,233 0 － 1,233 

 合計 1,233 0 － 1,233 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当中間連結 
会計期間末

残高
（百万円）

前連結会計 
年度末

当中間連結 
会計期間増加

当中間連結 
会計期間減少

当中間連結 
会計期間末

提出会社 
ストック・オプション 

としての新株予約権 
－ － － － － 55 

合計 － － － － － 55 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成20年４月３日 
取締役会 

普通株式 1,237百万円 50円 平成20年２月29日 平成20年５月29日 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成20年10月３日 
取締役会 

普通株式 990百万円 利益剰余金 40円 平成20年８月31日 平成20年10月27日 
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前連結会計年度（自 平成19年３月１日 至 平成20年２月29日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）自己株式の普通株式の増加は、主に市場からの買受けによるもの(480千株)であり、減少は、全て新株予約権の権利行使による

自己株式の処分によるものであります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 
  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額   

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

前連結会計年度末 

株式数(千株) 

当連結会計年度 

増加株式数(千株) 

当連結会計年度 

減少株式数(千株) 

当連結会計年度末 

株式数(千株) 

発行済株式 

 普通株式 25,990 － － 25,990 

 合計 25,990 － － 25,990 

自己株式 

 普通株式 800 480 46 1,233 

 合計 800 480 46 1,233 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計 
年度末残高
（百万円）

前連結会計 
年度末

当連結会計 
年度増加

当連結会計 
年度減少

当連結会計 
期間末

提出会社 
ストック・オプション 

としての新株予約権 
－ － － － － 44 

合計 － － － － － 44 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成19年５月30日 
定時株主総会 

普通株式 1,007百万円 40円 平成19年２月28日 平成19年５月31日 

平成19年10月４日 
取締役会 

普通株式 757百万円 30円 平成19年８月31日 平成19年10月29日 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成20年４月３日 
取締役会 

普通株式 1,237百万円 利益剰余金 50円 平成20年２月29日 平成20年５月29日
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

前中間連結会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成20年２月29日) 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成19年８月31日現在） 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成20年８月31日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成20年２月29日現在） 

 

現金及び預金勘定 11,146百万円 

別段預金 △5百万円 

現金及び現金同等物 11,141百万円 

現金及び預金勘定 11,818百万円 

別段預金 △7百万円 

有価証券 
(コマーシャル・ 
ペーパー) 

1,997百万円 

現金及び現金同等物 13,808百万円 

 

現金及び預金勘定 13,856百万円 

別段預金 △6百万円 

現金及び現金同等物 13,849百万円 
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(リース取引関係) 

前中間連結会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成20年２月29日) 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び中間期末残高相当額 

   

取得価額

相当額 

(百万円) 
 

減価償却

累計額 

(百万円) 
相当額

減損損失

累計額

(百万円) 
相当額

中間期末

残高 

(百万円) 
相当額

有形固定資産 

「その他」 
8,186 3,016 32 5,137 

合計 8,186 3,016 32 5,137 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び中間期末残高相当額 

 

取得価額

相当額

(百万円)

 

減価償却

累計額

(百万円)

相当額

減損損失

累計額

(百万円)

相当額

中間期末

残高 

(百万円)

相当額

有形固定資産 10,242 4,090 70 6,082

合計 10,242 4,090 70 6,082

(1)リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額

相当額 

(百万円) 
 

減価償却

累計額 

(百万円) 
相当額

減損損失

累計額

(百万円)

相当額

期末残高

相当額

(百万円)

有形固定資産 

「その他」 
9,624 3,515 32 6,076

合計 9,624 3,515 32 6,076

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

 

1年内 1,578百万円 

1年超 3,712百万円 

合計 5,291百万円 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

 

1年内 1,928百万円 

1年超 4,343百万円 

合計 6,271百万円 

(2)未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

 

1年内 1,821百万円 

1年超 4,423百万円 

合計 6,244百万円 

 

リース資産減損勘定の 

残高 
27百万円

 

リース資産減損勘定の 

残高 
55百万円

 

リース資産減損勘定の 

残高 
19百万円

(3)支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失 

 

支払リース料 917百万円

リース資産減損勘定の 

取崩額 
10百万円

減価償却費相当額 828百万円

支払利息相当額 105百万円

減損損失 16百万円

(3)支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失 

 

支払リース料 1,131百万円

リース資産減損勘定の

取崩額 
8百万円

減価償却費相当額 1,015百万円

支払利息相当額 128百万円

減損損失 45百万円

(3)支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失 

 

支払リース料 1,960百万円

リース資産減損勘定の 

取崩額 
18百万円

減価償却費相当額 1,765百万円

支払利息相当額 232百万円

減損損失 16百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左

(5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左

(5)利息相当額の算定方法 

同左

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 

1年内 40百万円 

1年超 48百万円 

合計 89百万円 

 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 

1年内 34百万円 

1年超 13百万円 

合計 47百万円 

 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 

1年内 39百万円 

1年超 28百万円 

合計 68百万円 
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(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末（平成19年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 
（注） 時価が著しく下落したその他有価証券については、時価の回復可能性が見込まれない場合、減損処理を実施する

方針であります。 

減損の判定においては、取得価額との比較で時価が30％以上下落した場合を「著しい下落」と判断し、個々の銘

柄の時価が50％以上下落したもの、または個々の銘柄の時価が中間連結会計期間末及び連結会計年度末において

２回連続で30％以上50％未満下落したものについて回復可能性がないものとして減損処理の対象とします。 

  

  

当中間連結会計期間末（平成20年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 
（注） 時価が著しく下落したその他有価証券については、時価の回復可能性が見込まれない場合、減損処理を実施する

方針であります。 

減損の判定においては、取得価額との比較で時価が30％以上下落した場合を「著しい下落」と判断し、個々の銘

柄の時価が50％以上下落したもの、または個々の銘柄の時価が中間連結会計期間末及び連結会計年度末において

２回連続で30％以上50％未満下落したものについて回復可能性がないものとして減損処理の対象とします。 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借対照表 

計上額(百万円) 

差額 

(百万円) 

(1) 株式 4,037 4,089 51 

(2) 債券 － － － 

   国債・地方債等 － － － 

   社債 － － － 

   その他 － － － 

(3) その他 10 10 0 

合計 4,048 4,099 51 

取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借対照表 

計上額(百万円) 

差額 

(百万円) 

(1) 株式 4,039 3,227 △811 

(2) 債券 － － － 

   国債・地方債等 － － － 

   社債 － － － 

   その他 － － － 

(3) その他 10 10 0 

合計 4,049 3,237 △811 

中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

満期保有目的の債券 

 コマーシャル・ペーパー 1,997 
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前連結会計年度末（平成20年２月29日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 
（注） 時価が著しく下落したその他有価証券については、時価の回復可能性が見込まれない場合、減損処理を実施する

方針であります。 

減損の判定においては、取得価額との比較で時価が30％以上下落した場合を「著しい下落」と判断し、個々の銘

柄の時価が50％以上下落したもの、または個々の銘柄の時価が中間連結会計期間末及び連結会計年度末において

２回連続で30％以上50％未満下落したものについて回復可能性がないものとして減損処理の対象とします。 

  

  

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいても、デリバテ

ィブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表 

計上額 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

(1) 株式 4,038 3,135 △902 

(2) 債券 － － － 

   国債・地方債等 － － － 

   社債 － － － 

   その他 － － － 

(3) その他 10 10 0 

合計 4,048 3,145 △902 
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(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費の「その他」  11百万円 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成20年３月１日 至 平成20年８月31日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費の「その他」  11百万円 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成19年３月１日 至 平成20年２月29日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費の「その他」  22百万円 

２．当連結会計年度に存在したストック・オプションの内容 

 
（注）株式数に換算して記載しております。 

平成16年５月26日定時株主総会 

ストック・オプション 

平成18年５月24日定時株主総会 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 取締役８名、使用人71名 取締役７名、執行役員11名 

ストック・オプションの数 (注) 普通株式284,250株 普通株式49,000株 

付与日 平成16年８月２日 平成18年７月13日 

権利確定条件 新株予約権者は、新株予約権の行使時

において、当社または当社の関係会社

の取締役、監査役または社員もしくは

従業員でなければならない。 

①新株予約権者は、新株予約権の行使

時において、当社または当社の関係

会社の取締役、監査役または執行役

員でなければならない。 

②新株予約権者が、平成21年２月末日

時点で当社または当社の関係会社の

取締役である場合は、当社の平成21

年２月期決算において、売上高が760

億円を上回り、かつ当期純利益が75

億円を上回る場合に限り本新株予約

権を行使することができる。 

③新株予約権者が、平成21年２月末日

時点で当社または当社の関係会社の

執行役員である場合は、当社の平成

21年２月期決算において、売上高が

760億円を上回り、かつ営業利益が

137億円を上回る場合に限り本新株予

約権を行使することができる。 

対象勤務期間 定めておりません。 
平成18年３月１日から 

平成21年２月28日まで 

権利行使期間 
平成18年６月１日から 

平成19年５月31日まで 

平成21年４月15日から 

平成21年５月29日まで 

権利行使価格（円） 2,809 6,691 

付与日における公正な評価単価

（円） 
－ 1,532 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、商品販売及びそれ

に付随する物流を行っており、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、全セグメントの売

上高の合計額に占める日本の割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高が連結

売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
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(１株当たり情報) 

 
  

(注)１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

   ２．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

前中間連結会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成20年２月29日) 

 

１株当たり純資産額 860円55銭 
１株当たり中間純利益 121円53銭 
潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 121円49銭 

  なお、潜在株式調整後１株当
たり中間純利益については、希
薄化効果を有する潜在株式が存
在していないため、記載してお
りません。 

１株当たり純資産額 988円56銭
１株当たり中間純利益 135円35銭

 

 

１株当たり純資産額 900円95銭 
１株当たり当期純利益 298円92銭
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 298円87銭

前中間連結会計期間 

(自 平成19年３月１日 

至 平成19年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成20年３月１日 

至 平成20年８月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成19年３月１日 

至 平成20年２月29日)

中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）
の純資産の部の合計額（百万円） 

21,751 24,612 22,349 

中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）
の純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円） 

33 139 44 

 （うち新株予約権）（百万円） （33） （55） （44） 

 （うち少数株主持分）（百万円） （－） （83） （－） 

普通株式に係る中間連結会計期間末（連
結会計年度末）の純資産の額（百万円） 

21,717 24,473 22,304 

普通株式の発行済株式数（千株） 25,237 24,756 24,756 

前中間連結会計期間 

(自 平成19年３月１日 

至 平成19年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成20年３月１日 

至 平成20年８月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成19年３月１日 

至 平成20年２月29日)

１株当たり中間（当期）純利益 

 中間（当期）純利益（百万円） 3,065 3,350 7,488 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 25,224 24,756 25,051 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）
純利益 

 普通株式増加数（千株） 8 － 4 

  （うち新株予約権）（千株） （8） （－） （4） 

─ 47 ─



(重要な後発事象) 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成20年２月29日) 

自己株式の取得 

当社は、平成19年10月４日開催の取

締役会において、会社法第459条第１

項に基づき、自己株式を取得すること

及びその具体的な取得方法について決

議し、自己株式の取得を以下のとおり

実施いたしました。 

自己株式の取得 

当社は、平成20年10月３日開催の取

締役会において、会社法第459条第１

項に基づき、自己株式を取得すること

及びその具体的な取得方法について決

議し、自己株式の取得を以下のとおり

実施いたしました。 

──────── 

(1) 自己株式取得に関する取締役会

の決議内容 

(1) 自己株式取得に関する取締役会

の決議内容 

① 取得の理由 

経営環境の変化に対応した機動

的な資本政策を可能とするた

め、および資本効率の向上のた

め 

① 取得の理由 

経営環境の変化に対応した機

動的な資本政策を可能とする

ため、および資本効率の向上

のため 

② 取得する株式の種類 

当社の普通株式 

② 取得する株式の種類 

当社の普通株式 

③ 取得する株式の総数 

500,000株（上限） 

③ 取得する株式の総数 

500,000株（上限） 

④ 取得価額の総額 

2,500百万円（上限） 

④ 取得価額の総額 

2,000百万円（上限） 

⑤ 取得の方法 

東京証券取引所における市場買

付による取得 

⑤ 取得の方法 

東京証券取引所における市場

買付による取得 

(2) 取得日程 

平成19年10月５日から 

平成19年11月５日まで 

(2) 取得日程 

平成20年10月６日から 

平成20年10月31日まで 

(3) 取得した自己株式 

上記市場買付による取得の結

果、当社の普通株式480,390株

(取得価額2,499百万円)を取得い

たしました。 

(3) 取得した自己株式 

上記市場買付による取得の結

果、当社の普通株式424,700株

(取得価額1,999百万円)を取得い

たしました。 
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(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

２ 【中間財務諸表等】

前中間会計期間末 

(平成19年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成20年８月31日) 

前事業年度の要約 

貸借対照表 

(平成20年２月29日) 

区分 
注記 

番号 

金額 

(百万円) 

構成比

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

 （資産の部） 

Ⅰ 流動資産 

 １．現金及び預金 10,897 11,226 13,294 

 ２．売掛金 2,776 3,892 2,654 

 ３．有価証券 － 1,997 － 

 ４．たな卸資産 2,610 3,399 3,459 

 ５．その他 979 1,056 797 

 ６．貸倒引当金 △ 35 △ 47 △26 

  流動資産合計 17,228 51.1 21,525 54.9 20,179 54.1 

Ⅱ 固定資産 

 １．有形固定資産 ※１ 

  (1) 土地 1,733 － 1,733 

  (2) その他 1,286 － 1,223 

   有形固定資産合計 3,020 9.0 2,953 7.5 2,956 7.9 

 ２．無形固定資産 235 0.7 429 1.1 389 1.1 

 ３．投資その他の資産 

  (1) 投資有価証券 4,099 3,237 3,145 

  (2) 保証金敷金 ※２ 7,213 8,429 7,959 

  (3) その他 ※３ 2,154 2,902 2,893 

  (4) 貸倒引当金 △257 △236 △221 

   投資その他の資産 

合計 
13,211 39.2 14,333 36.5 13,777 36.9 

  固定資産合計 16,466 48.9 17,715 45.1 17,123 45.9 

  資産合計 33,695 100.0 39,241 100.0 37,303 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成19年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成20年８月31日) 

前事業年度の要約 

貸借対照表 

(平成20年２月29日) 

区分 
注記 

番号 

金額 

(百万円) 

構成比

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

 （負債の部） 

Ⅰ 流動負債 

 １．買掛金 ※２ 6,591 8,123 8,929 

 ２．１年内返済予定の長

期借入金 
35 13 24 

 ３．未払金 2,430 2,904 2,678 

 ４．未払法人税等 1,984 2,487 2,333 

 ５．賞与引当金 730 986 738 

 ６．役員賞与引当金 － 173 － 

 ７．その他 42 89 111 

  流動負債合計 11,814 35.1 14,778 37.7 14,815 39.7 

Ⅱ 固定負債 

 １．長期借入金 13 － 3 

 ２．賞与引当金 76 － 102 

 ３．役員賞与引当金 100 － 134 

 ４．役員退職慰労引当金 114 114 114 

 ５．その他 65 94 57 

  固定負債合計 369 1.1 209 0.5 411 1.1 

  負債合計 12,184 36.2 14,987 38.2 15,226 40.8 
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前中間会計期間末 

(平成19年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成20年８月31日) 

前事業年度の要約 

貸借対照表 

(平成20年２月29日) 

区分 
注記 

番号 

金額 

(百万円) 

構成比

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

 （純資産の部） 

Ⅰ 株主資本 

 １．資本金 2,660 7.9 2,660 6.8 2,660 7.1 

 ２．資本剰余金 

  (1) 資本準備金 2,517 2,517 2,517 

   資本剰余金合計 2,517 7.4 2,517 6.4 2,517 6.8 

 ３．利益剰余金 

  (1) 利益準備金 16 16 16 

  (2) その他利益剰余金 

    固定資産圧縮積立

金 
9 9 9 

    別途積立金 12,500 12,500 12,500 

    繰越利益剰余金 7,921 13,650 11,538 

   利益剰余金合計 20,447 60.7 26,176 66.7 24,064 64.5 

 ４．自己株式 △4,177 △12.4 △6,677 △17.0 △6,677 △17.9 

  株主資本合計 21,447 63.6 24,676 62.9 22,564 60.5 

Ⅱ 評価・換算差額等 

 １．その他有価証券評価

差額金 
30 0.1 △478 △1.2 △532 △1.4 

  評価・換算差額等合計 30 0.1 △478 △1.2 △532 △1.4 

Ⅲ 新株予約権 33 0.1 55 0.1 44 0.1 

  純資産合計 21,511 63.8 24,253 61.8 22,076 59.2 

  負債純資産合計 33,695 100.0 39,241 100.0 37,303 100.0 
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② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

前事業年度の 

要約損益計算書 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成20年２月29日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比 

(％) 

Ⅰ 売上高 31,683 100.0 38,003 100.0 73,121 100.0 

Ⅱ 売上原価 12,189 38.5 15,147 39.9 29,070 39.8 

   売上総利益 19,494 61.5 22,855 60.1 44,050 60.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 14,299 45.1 16,973 44.6 31,333 42.8 

   営業利益 5,194 16.4 5,881 15.5 12,716 17.4 

Ⅳ 営業外収益 ※１ 102 0.3 170 0.4 188 0.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２ 18 0.0 15 0.0 39 0.1 

   経常利益 5,278 16.7 6,035 15.9 12,865 17.6 

Ⅵ 特別利益 － － － － 45 0.1 

Ⅶ 特別損失 ※４ 252 0.8 386 1.0 486 0.7 

   税引前中間(当期)純

利益 
5,026 15.9 5,648 14.9 12,423 17.0 

   法人税、住民税及び

事業税 
1,842 2,428 4,763 

   法人税等調整額 149 1,991 6.3 △129 2,298 6.1 251 5,015 6.9 

   中間(当期)純利益 3,034 9.6 3,350 8.8 7,408 10.1 
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③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

 
  

 
(注) その他利益剰余金の内訳は以下のとおりです。 

 
  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益 

剰余金（注） 

平成19年２月28日残高（百万円） 2,660 2,517 16 18,531 △4,437 19,288 

中間会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 △1,007 △1,007 

 中間純利益 3,034 3,034 

 自己株式の取得 － △0 △0 

 自己株式の処分 △128 259 131 

 株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
－ － 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － 1,899 259 2,158 

平成19年８月31日残高（百万円） 2,660 2,517 16 20,430 △4,177 21,447 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
評価・換算差額等合計 

平成19年２月28日残高（百万円） 29 29 25 19,343 

中間会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 － △1,007 

 中間純利益 － 3,034 

 自己株式の取得 － △0 

 自己株式の処分 － 131 

 株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
0 0 8 8 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
0 0 8 2,167 

平成19年８月31日残高（百万円） 30 30 33 21,511 

固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 その他利益剰余金合計 

平成19年２月28日残高（百万円） 9 12,500 6,022 18,531 

中間会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 △1,007 △1,007 

 中間純利益 3,034 3,034 

 自己株式の取得 － 

 自己株式の処分 △128 △128 

 株主資本以外の項目の中間会計期

間中の変動額（純額） 
－ 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 1,899 1,899 

平成19年８月31日残高（百万円） 9 12,500 7,921 20,430 
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当中間会計期間（自 平成20年３月１日 至 平成20年８月31日） 

 
  

 
(注) その他利益剰余金の内訳は以下のとおりです。 

 
  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益 

剰余金（注） 

平成20年２月29日残高（百万円） 2,660 2,517 16 24,047 △6,677 22,564 

中間会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 △1,237 △1,237 

 中間純利益 3,350 3,350 

 自己株式の取得 － △0 △0 

 自己株式の処分 － － 

 株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
－ － 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － 2,112 △0 2,112 

平成20年８月31日残高（百万円） 2,660 2,517 16 26,159 △6,677 24,676 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
評価・換算差額等合計 

平成20年２月29日残高（百万円） △532 △532 44 22,076 

中間会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 － △1,237 

 中間純利益 － 3,350 

 自己株式の取得 － △0 

 自己株式の処分 － － 

 株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
53 53 11 65 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
53 53 11 2,177 

平成20年８月31日残高（百万円） △478 △478 55 24,253 

固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 その他利益剰余金合計 

平成20年２月29日残高（百万円） 9 12,500 11,538 24,047 

中間会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 △1,237 △1,237 

 中間純利益 3,350 3,350 

 自己株式の取得 － 

 自己株式の処分 － 

 株主資本以外の項目の中間会計期

間中の変動額（純額） 
－ 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 2,112 2,112 

平成20年８月31日残高（百万円） 9 12,500 13,650 26,159 
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前事業年度の要約株主資本等変動計算書（自 平成19年３月１日 至 平成20年２月29日） 

 
  

 
(注) その他利益剰余金の内訳は以下のとおりです。 

 
  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益 
剰余金（注） 

平成19年２月28日残高（百万円） 2,660 2,517 16 18,531 △4,437 19,288 

事業年度中の変動額 

 剰余金の配当 △1,764 △1,764 

 当期純利益 7,408 7,408 

 自己株式の取得 － △2,500 △2,500 

 自己株式の処分 △128 259 131 

 株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
－ － 

事業年度中の変動額合計（百万円） － － － 5,516 △2,240 3,275 

平成20年２月29日残高（百万円） 2,660 2,517 16 24,047 △6,677 22,564 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
評価・換算差額等合計 

平成19年２月28日残高（百万円） 29 29 25 19,343 

事業年度中の変動額 

 剰余金の配当 － △1,764 

 当期純利益 － 7,408 

 自己株式の取得 － △2,500 

 自己株式の処分 － 131 

 株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
△562 △562 19 △542 

事業年度中の変動額合計（百万円） △562 △562 19 2,732 

平成20年２月29日残高（百万円） △532 △532 44 22,076 

固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 その他利益剰余金合計 

平成19年２月28日残高（百万円） 9 12,500 6,022 18,531 

事業年度中の変動額 

 剰余金の配当 △1,764 △1,764 

 当期純利益 7,408 7,408 

 自己株式の取得 － 

 自己株式の処分 △128 △128 

 株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
－ 

事業年度中の変動額合計（百万円） － － 5,516 5,516 

平成20年２月29日残高（百万円） 9 12,500 11,538 24,047 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

前事業年度 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成20年２月29日) 

1．資産の評価基準及び

評価方法 

(1) 有価証券 

   ─────    

・関係会社株式 

…移動平均法による原

価法 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定） 

 

(1) 有価証券 

・満期保有目的の債券 

…償却原価法(定額法) 

・関係会社株式 

…同左 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

 

 

(1) 有価証券 

   ─────    

・関係会社株式 

…同左 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定） 

 

 

(2) たな卸資産 

・商品 

…個別法による原価法 

(2) たな卸資産 

・商品 

…同左 

(2) たな卸資産 

・商品 

…同左 

2．固定資産の減価償却

の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法（ただし平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）につい

ては定額法） 

主な耐用年数 

・建物   ３～39年 

・器具備品 ３～20年 

(1) 有形固定資産 

同左

(1) 有形固定資産 

同左
 

(2) 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）

に基づく定額法 

(2) 無形固定資産 

同左

(2) 無形固定資産 

同左

(3) 長期前払費用 

均等償却 

(3) 長期前払費用 

同左

(3) 長期前払費用 

同左

3．繰延資産の処理方

法 

株式交付費 

支出時に全額費用として処

理しております。 

株式交付費 

同左

株式交付費 

同左

4．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同左

(1) 貸倒引当金 

同左

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給

に備えるため、支給見込額

のうち、当中間会計期間の

負担すべき額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

同左

 

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給

に備えるため、支給見込額

のうち、当期の負担すべき

額を計上しております。 
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前中間会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

前事業年度 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成20年２月29日) 

(3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給

に備えるため、支給見込

額のうち当中間会計期間

の負担すべき額を計上し

ております。 

(3) 役員賞与引当金 
同左

(3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給

に備えるため、支給見込

額のうち当期の負担すべ

き額を計上しておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

平成15年５月に役員退職

慰労金制度を廃止し、内

規に基づく制度廃止時の

要支給額を役員の退任時

に支払うこととなったた

め、当該支給予定額を計

上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左

(4) 役員退職慰労引当金 

同左

(5)   ───────   

 

(5) ポイント引当金 

顧客に付与したポイント

の将来の利用に備えるた

め、当中間会計期間末に

おける将来利用見込額を

計上しております。 

 

(5) ポイント引当金 

顧客に付与したポイント

の将来の利用に備えるた

め、当期末における将来

利用見込額を計上してお

ります。 

（追加情報） 

平成19年10月にポイン

ト ＥＣ ＳＨＯＰをオー

プンし、ポイント制度を

導入することとなったた

め、当期末における将来

利用見込額(８百万円)を

流動負債の「その他」に

計上しております。 

この結果、営業利益、経

常利益及び税引前当期純

利益がそれぞれ８百万円

減少しております。 

5．リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左

6．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成の

ための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等及び仮

受消費税等は相殺のうえ、流

動負債の「未払金」に含めて

表示しております。 

消費税等の会計処理方法 

同左

消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

  

  

  

  

  

表示方法の変更 

 
  

前中間会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

前事業年度 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成20年２月29日) 

固定資産の減価償却

の方法の変更 

当中間会計期間より、法人

税法の改正に伴い、平成19年

４月１日以降に取得した固定

資産については、改正後の法

人税法に規定する減価償却の

方法によっております。 

なお、これによる営業利

益、経常利益及び税引前中間

純利益への影響は軽微であり

ます。 

─────── 当事業年度より、法人税法

の改正に伴い、平成19年４月

１日以降に取得した固定資産

については、改正後の法人税

法に規定する減価償却の方法

によっております。 

なお、これによる営業利

益、経常利益及び税引前当期

純利益への影響は軽微であり

ます。 

前中間会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

（中間貸借対照表関係） （中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間において投資その他の資産の「その

他」として一括掲記しておりましたうち、「投資有価証

券」（前中間会計期間111百万円）については、重要性が

増したため、区分掲記しております。 

─────────── 

 

─────────── 

 

前中間会計期間において区分掲記しておりました「土

地」（当中間会計期間1,733百万円）は、当中間会計期間

末において資産総額の100分の５以下となったため、区分

掲記せず、有形固定資産に一括表示しております。 

（中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間において区分掲記しておりました「純

資産の部に直接計上されたその他有価証券評価差額金の

増減」（当中間会計期間０百万円）及び「新株予約権の

発行」（当中間会計期間８百万円）は、重要性が低いた

め、「株主資本以外の項目の中間会計期間中の変動額

（純額）」に含めて表示しております。 

─────────── 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 
  

前中間会計期間末 

(平成19年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成20年８月31日) 

前事業年度末 

(平成20年２月29日) 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

 
500百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

 
711百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

 
626百万円 

※２．担保提供資産及び担保付債務 

(1) 担保に供している資産 

 
(2) 上記に対応する債務 

 

科目 金額 

保証金敷金 100百万円

計 100百万円

科目 金額 

買掛金 100百万円

計 100百万円

 

※２．担保提供資産及び担保付債務 

(1) 担保に供している資産 

 
(2) 上記に対応する債務 

 

科目 金額 

保証金敷金 100百万円

計 100百万円

科目 金額 

買掛金 100百万円

計 100百万円

 

※２．担保提供資産及び担保付債務 

(1) 担保に供している資産 

 
(2) 上記に対応する債務 

 

科目 金額 

保証金敷金 100百万円

計 100百万円

科目 金額 

買掛金 100百万円

計 100百万円

 

※３．長期性預金 

投資その他の資産「その他」に含

まれている長期性預金1,000百万円

（期間５年、満期日平成22年３月）

は、解約権を銀行が保有している条

件付の定期預金であり、当社が満期

日前に解約を申し出た場合、解約に

伴う清算金を支払う必要がありま

す。これにより受取金額が預入元本

を下回る可能性があります。 

※３．長期性預金 

同左

 

※３．長期性預金 

同左

 

 ４．保証債務 

以下の子会社のリース取引契約上

の債務に対して、経営指導念書を差

し入れております。 

 

被保証会社 債務残高

 波茵特股份 

 有限公司 
19百万円

 

 ４．保証債務 

以下の子会社のリース取引契約上

の債務に対して、経営指導念書を差

し入れております。 

 

被保証会社 債務残高

 波茵特股份 

 有限公司 
35百万円

 

 ４．保証債務 

以下の子会社のリース取引契約上

の債務に対して、経営指導念書を差

し入れております。 

 

被保証会社 債務残高

 波茵特股份 

 有限公司 
15百万円
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(中間損益計算書関係) 

 
  

前中間会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

前事業年度 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成20年２月29日) 

※１．営業外収益のうち重要なもの 

   

受取利息 17百万円 

受取配当金 40百万円 

受取家賃 20百万円 

※１．営業外収益のうち重要なもの 

 

受取利息 16百万円 

受取配当金 88百万円 

受取家賃 20百万円 

 

※１．営業外収益のうち重要なもの 

 

受取利息 33百万円 

受取配当金 66百万円 

受取家賃 40百万円 

※２．営業外費用のうち重要なもの 

 

支払利息 0百万円 

社債利息 0百万円 

株式交付費 1百万円 

支払家賃 15百万円 

 

※２．営業外費用のうち重要なもの 

 

支払利息 0百万円 

支払家賃 15百万円 

 

※２．営業外費用のうち重要なもの 

 

支払利息 0百万円 

社債利息 0百万円 

自己株式 

取得処分手数料 
4百万円 

支払家賃 31百万円 

 ３．減価償却実施額 

   

有形固定資産 99百万円 

無形固定資産 24百万円 

 ３．減価償却実施額 

 

有形固定資産 99百万円 

無形固定資産 53百万円 

 

 ３．減価償却実施額 

 

有形固定資産 228百万円 

無形固定資産 66百万円 

※４．減損損失 

当中間会計期間において、当社は

下記の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

 
当社は、各店舗をキャッシュ・フ

ローを生み出す最小単位として資産

のグルーピングを行っており、店舗

の営業損益が継続してマイナス等で

ある店舗について、減損の兆候を認

識しております。 

減損対象になった資産は、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額(18百万円)を減損損失とし

て、特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は使用価値に

より測定しており、将来キャッシ

ュ・フローに基づく使用価値がマイ

ナスであるため、回収可能価額を零

として評価しております。 

用途及び場所 種類 金額

店舗 

北海道１店舗 

投資その他の 

資産「その他」 
2百万円 

リース資産 16百万円 

※４．減損損失 

当中間会計期間において、当社は

下記の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

 
当社は、各店舗をキャッシュ・フ

ローを生み出す最小単位として資産

のグルーピングを行っており、店舗

の営業損益が継続してマイナス等で

ある店舗について、減損の兆候を認

識しております。 

減損対象になった資産は、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額(53百万円)を減損損失とし

て、特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は使用価値に

より測定しており、将来キャッシ

ュ・フローに基づく使用価値がマイ

ナスであるため、回収可能価額を零

として評価しております。 

用途及び場所 種類 金額

店舗 

岩手県 

千葉県 

東京都 

新潟県 

 各１店舗 

有形固定資産 0百万円

投資その他の 

資産「その他」 
7百万円

リース資産 45百万円

※４．減損損失 

当事業年度において、当社は下記

の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

 
当社は、各店舗をキャッシュ・フ

ローを生み出す最小単位として資産

のグルーピングを行っており、店舗

の営業損益が継続してマイナス等で

ある店舗について、減損の兆候を認

識しております。 

減損対象になった資産は、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額(18百万円)を減損損失とし

て、特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は使用価値に

より測定しており、将来キャッシ

ュ・フローに基づく使用価値がマイ

ナスであるため、回収可能価額を零

として評価しております。 

用途及び場所 種類 金額

店舗 

北海道１店舗 

投資その他の 

資産「その他」 
2百万円

リース資産 16百万円
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(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買受けによるものであり、減少は、新株予約権の権利行使による

自己株式の処分によるものであります。 

  

当中間会計期間（自 平成20年３月１日 至 平成20年８月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）普通株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

前事業年度（自 平成19年３月１日 至 平成20年２月29日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）普通株式の増加は、主に市場からの買受けによるものであり、減少は、新株予約権の権利行使による自己株式の

処分によるものであります。 

  

前事業年度末株式数 

（千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

 普通株式 800 0 46 753 

合計 800 0 46 753 

前事業年度末株式数 

（千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

 普通株式 1,233 0 － 1,233 

合計 1,233 0 － 1,233 

前事業年度末株式数 

（千株） 

当事業年度増加株式数

（千株） 

当事業年度減少株式数 

（千株） 

当事業年度末株式数 

（千株） 

 普通株式 800 480 46 1,233 

合計 800 480 46 1,233 
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(リース取引関係) 

 
  

前中間会計期間 

(自 平成19年３月１日  

 至 平成19年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成20年３月１日  

 至 平成20年８月31日) 

前事業年度 

(自 平成19年３月１日  

 至 平成20年２月29日) 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び中間期末残高相当額 

   

取得価額

相当額

 

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

減損損失

累計額

相当額

(百万円)

中間期末

残高

相当額

(百万円)

有形固定資産 

「その他」 
8,045 2,954 32 5,058 

合計 8,045 2,954 32 5,058 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び中間期末残高相当額 

   

取得価額

相当額

 

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

減損損失

累計額

相当額

(百万円)

中間期末

残高

相当額

(百万円)

有形固定資産 10,089 4,001 70 6,016 

合計 10,089 4,001 70 6,016 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額

相当額

 

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

減損損失

累計額

相当額

(百万円)

期末残高

相当額

 

(百万円)

有形固定資産 

「その他」 
9,470 3,440 32 5,997 

合計 9,470 3,440 32 5,997 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

   

   

1年内 1,554百万円

1年超 3,654百万円

合計 5,208百万円

リース資産減損勘定の
残高 

27百万円

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

    

   

1年内 1,904百万円

1年超 4,297百万円

合計 6,202百万円

リース資産減損勘定の
残高 

55百万円

(2)未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

   

 

1年内 1,796百万円

1年超 4,366百万円

合計 6,162百万円

リース資産減損勘定の
残高 

19百万円

(3)支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失 

 

支払リース料 903百万円

リース資産減損勘定
の取崩額 

10百万円

減価償却費相当額 815百万円

支払利息相当額 103百万円

減損損失 16百万円

(3)支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失 

 

支払リース料 1,116百万円

リース資産減損勘定
の取崩額 

8百万円

減価償却費相当額 1,002百万円

支払利息相当額 126百万円

減損損失 45百万円

(3)支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失 

 

支払リース料 1,931百万円

リース資産減損勘定
の取崩額 

18百万円

減価償却費相当額 1,740百万円

支払利息相当額 228百万円

減損損失 16百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左

(5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左

(5)利息相当額の算定方法 

同左

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 

1年内 31百万円 

1年超 44百万円 

合計 75百万円 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 

1年内 31百万円 

1年超 13百万円 

合計 44百万円 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 

1年内 31百万円 

1年超 28百万円 

合計 59百万円 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成19年８月31日)、当中間会計期間末(平成20年８月31日)及び前事業年度末（平成20年２月29日） 

関係会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成19年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成20年８月31日) 

前事業年度 

(自 平成19年３月１日 

 至 平成20年２月29日) 

自己株式の取得 

当社は、平成19年10月４日開催の取

締役会において、会社法第459条第１

項に基づき、自己株式を取得すること

及びその具体的な取得方法について決

議し、自己株式の取得を以下のとおり

実施いたしました。 

自己株式の取得 

当社は、平成20年10月３日開催の取

締役会において、会社法第459条第１

項に基づき、自己株式を取得すること

及びその具体的な取得方法について決

議し、自己株式の取得を以下のとおり

実施いたしました。 

──────── 

(1) 自己株式取得に関する取締役会

の決議内容 

(1) 自己株式取得に関する取締役会

の決議内容 

① 取得の理由 

経営環境の変化に対応した機動

的な資本政策を可能とするた

め、および資本効率の向上のた

め 

① 取得の理由 

経営環境の変化に対応した機

動的な資本政策を可能とする

ため、および資本効率の向上

のため 

② 取得する株式の種類 

当社の普通株式 

② 取得する株式の種類 

当社の普通株式 

③ 取得する株式の総数 

500,000株（上限） 

③ 取得する株式の総数 

500,000株（上限） 

④ 取得価額の総額 

2,500百万円（上限） 

④ 取得価額の総額 

2,000百万円（上限） 

⑤ 取得の方法 

東京証券取引所における市場買

付による取得 

⑤ 取得の方法 

東京証券取引所における市場

買付による取得 

(2) 取得日程 

平成19年10月５日から 

平成19年11月５日まで 

(2) 取得日程 

平成20年10月６日から 

平成20年10月31日まで 

(3) 取得した自己株式 

上記市場買付による取得の結

果、当社の普通株式480,390株

(取得価額2,499百万円)を取得い

たしました。 

(3) 取得した自己株式 

上記市場買付による取得の結

果、当社の普通株式424,700株

(取得価額1,999百万円)を取得い

たしました。 
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(2) 【その他】 

平成20年10月３日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 
(注) 平成20年８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対して、支払いを行いま

す。 

  

  

(イ) 中間配当による配当金の総額……………………… 990百万円 

(ロ) １株当たりの金額…………………………………… 40円 

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………… 平成20年10月27日 
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度(第58期)(自 平成19年３月１日 至 平成20年２月29日)平成20年５月29日関東財務局長に

提出 

  

(2) 自己株券買付状況報告書 

報告期間(自 平成20年２月１日 至 平成20年２月29日)平成20年３月14日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成20年３月１日 至 平成20年３月31日)平成20年４月14日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年４月30日)平成20年５月14日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成20年５月１日 至 平成20年５月31日)平成20年６月13日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成20年６月１日 至 平成20年６月30日)平成20年７月14日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年７月31日)平成20年８月14日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成20年８月１日 至 平成20年８月31日)平成20年９月18日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成20年９月１日 至 平成20年９月30日)平成20年10月15日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年10月31日)平成20年11月14日関東財務局長に提出 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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株式会社ポイント 

    

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ポイントの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ポイント及び連結子会社の平成19年８月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年10月４日開催の取締役会において自己株式の

取得を決議し、これに基づき自己株式の取得を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

平成19年11月16日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  川  幸  三  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  阪  田  大  門  ㊞ 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 



 

  

 

株式会社ポイント 

    

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ポイントの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ポイント及び連結子会社の平成20年８月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年10月３日開催の取締役会において自己株式の

取得を決議し、これに基づき自己株式の取得を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

平成20年11月18日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  川  幸  三  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  阪  田  大  門  ㊞ 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 



 

  

 

株式会社ポイント 

  

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ポイントの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第58期事業年度の中間

会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ポイントの平成19年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年10月４日開催の取締役会において自己株式の

取得を決議し、これに基づき自己株式の取得を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

平成19年11月16日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  川  幸  三  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  阪  田  大  門  ㊞ 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 



 

  

 

株式会社ポイント 

  

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ポイントの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第59期事業年度の中間

会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ポイントの平成20年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年10月３日開催の取締役会において自己株式の

取得を決議し、これに基づき自己株式の取得を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

平成20年11月18日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  川  幸  三  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  阪  田  大  門  ㊞ 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 
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